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2024 年８月 19 日 

各 位 

会  社  名 デ ー タ セ ク シ ョ ン 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 C E O  石 原 紀 彦 

 （コード番号：3905 東証グロース） 

問い合わせ先 代表取締役副社長CFO兼COO 岩田真一 

 TEL. 050-3649-4858 

 

Joint Development Agreementの締結に関するお知らせ 

 

当社は本日、ナウナウジャパン株式会社（以下「NNJ 社」といいます。）との間で、当社が

展開する予定の AIデータセンター、AIクラウドサービス等の新規事業に関連し、新たな AI

クラウドサービスシステムを共同開発し、構築することを目的として、Joint Development 

Agreement（以下「本契約」といいます。）を締結することを決議いたしましたので、下記の

通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 本契約締結の目的 

当社は、2024 年６月３日付「AI データセンター構築に向けた４社間基本合意のお知らせ」

にて開示のとおり、AI データセンター、AI クラウドサービス等の新規事業の事業化や、既存

事業における事業ポートフォリオの再構築を進行しており、2024 年３月期の財務リストラを

経て、スピード感をもった成長フェーズへの舵切りを図っております。 

新戦略として掲げている AI データセンターの運営及び AI クラウドサービスの推進、あるい

は「AI Infrastructure Global Investment Fund」の取組については、８月７日付「子会社設

立に関するお知らせ」及び「DS AI Infrastructure Global Investment Fund（仮称）設立の

お知らせ」、並びに 2024 年８月 14 日付「通期連結業績予想の修正（上方修正）に関するお知

らせ」にて開示の通り、順調に進捗しております。 

かかる中、新戦略の中核となる AI データセンターの運営及び当社が展望する AI クラウドサ

ービスの推進においては、優秀なエンジニアリソースの確保と、新たな AI クラウドサービス

システムの開発が必要不可欠かつ、ビジネスを加速する上での重要なポイントとなることから、

これらの早期実現のため、今般、AI クラウド及び AI モデルの開発において、世界中で豊富な

実績があるエンジニアを数多く有する NNJ 社との間で、新たな AI クラウドサービスシステム

として、AI クラウドサービス向けプラットフォーム（GPU の AI 機能を最大限効率化するため

のアルゴリズム、以下「本 AI クラウドサービスシステム」といいます。）を共同開発し、構築

することを目的として、本契約を締結することと致しました。 

 

２． 本契約の内容 

本契約におきましては、NVIDIA Corporation（以下「NVIDIA」といいます。）の GB200 

NVL72/NVL36 及び DGX H100/H200 を使用した本 AI クラウドサービスシステムの 2024 年度内の
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共同開発完了に向け、両社の持つエンジニア人材・ソフトウェア・ハードウェア等を双方で適

切に確保し、当社が全ての知的財産権を単独で所有する形での共同開発を行うことに合意して

いるほか、NNJ 社からのサポートも得て、当社による AI クラウドサービスシステムへの NVIDIA

による検証手順である Validation test を通じた品質基準獲得を目指しております。 

 

３． 本契約の相手先（NNJ 社）の概要 

（１）名称 ナウナウジャパン株式会社 

（２）所在地 東京都中央区八丁堀四丁目３番５号11階 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 近江 麗佳 

（４）事業内容 AI関連開発受託 

AR/VRプラットフォーム開発 

アプリケーションソフトウェアの企画、開発及び運営 

（５）資本金 1,000万円 

（６）設立年月日 2022年10月25日 

（７）大株主及び持株比率 近江 麗佳 90％ 

（８）上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 

該当事項はありません。 

（９）財政状態及び経営成績 同社は非上場会社であり、守秘義務により非開示とさ

せて頂きます。 

 

４． 日程 

取締役会決議日 2024年８月19日 

本契約締結日 2024年８月19日 

 

５． 今後の見通し 

本業務提携が、当社グループの2025年３月期の連結業績に与える影響については精査中であ

りますが、中長期的な当社グループの企業価値向上に資するものと考えております。 

なお、今後公表すべき事項が発生した場合は速やかに開示いたします。 

 

以上  


